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都市部において保育を担う事業者として、都市部にまだまだ存在する待機児童＝保育を

必要とする親子に対して、（量的な側面でも質的な側面でも）できるだけのサービスを実施

して、少子高齢社会の課題解決に少しでもご協力・貢献したいと考えております。 

こうした中で、次の３つの課題があると考えます。 

 

■ 保育事業への参入の透明化 

 保育所を設置する法人の類型にかかわらず、保育事業を行う上での客観的な基準を満

たす事業者は平等に保育事業を営むことができるようになりますと、需要が大きい都市

部において多くの事業者が保育サービスを供給することになり、結果として待機児童の

解消につながるものと考えます。 

 

■ 保育所運営費の使途の自由化 

 複数の保育所を運営し、保育サービスを拡大していく中で、保育所運営費の使途が限

定されていることが課題となっています。 

これは、法人類型にかかわらない共通の課題と思われますが、よりよい保育のための

研究、合同研修の実施、共同で事務処理などを実施することにより、よりよいサービス

を効率的に実施したいと考えております。また、現下の待機児童、保育サービスの需要

を踏まえると、更なる保育所への設備投資にも充てたいと考えております。また、株式

会社には施設整備補助がない中、運営費を賃借料に充てることも自由に行えるようにし

ていただきたいと考えます。 

 

■ 保育所運営費用に対する補助の公平性の確保 

 保育所運営費用に対する補助について、保育所を設置する法人の類型にかかわらず、

できるだけ同様の補助をいただきたいと考えています。 

① ハード交付金の有無 

現在、土地建物を賃借して運営している保育所が増えていることから、保育所運営

費についてハード交付金に相当する額を増額していただけると有難く存じます。 

② 運営費額（収入）の多寡 

現在、保育所を設置する法人の類型によって、地方自治体独自負担等が異なるため、

運営費総額（収入）が異なっています。同じ「保育所」という制度の中で保育を受け

る子ども、保育所で働く保育士の立場から公平な仕組みとなるよう、保育所運営費の

在り方を検討していただきたいと考えます。 
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